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研究成果の概要（和文）：　本研究では、ケンタッキー州の教育改革政策（KERA）の分析を通して、システミック・リ
フォーム・コンセプトにおける教員制度改革の特徴と位置づけについての知見を得た。教員制度改革は、カリキュラム
やアカウンタビリティ等のKERAの他の改革施策とタイトに結びつけられ、例えば、カリキュラム改革を実現できる教員
養成改革等、KERAを実現できる教員制度を求めるものであった。
　また、KERAの改革戦略の分析の知見から分権改革期の教育行政機関の役割転換の考察を行い、教育委員会が政策形成
能力や発信力・調整力を高め、専門性を発揮し、首長や首長部局に協働のパートナーとして自身を認知させることが重
要との示唆を得た。

研究成果の概要（英文）： In this research, by analysing the Kentucky Eduction Reform Act (KERA), it 
obtained that knowledge of the characteristics and position of teacher institutional reform in a Systemic 
Reform Concept. Especially, distinctive feature was became that the performance-based teacher training 
and qualification authorization are combined tightly with other reform policy of KERA such as curriculum 
or accountability.
 Consequently, it proved that the following points are important.(1)The board of education needs to 
demonstrate its specialty, by developing the ability of Educational policy-making, dispatch power and 
adjustment power.(2) Accordingly, the board of education lets a Head and a Head Department recognize 
itself as a partner of collaboration.

研究分野： 教育行政学

キーワード： 地方教育行政機構　アメリカ教育改革　国際情報交換　教育委員会制度　分権的教育改革　システミッ
ク・リフォーム
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１．研究開始当初の背景 
 
現在、分権改革の下、学校の裁量権を拡大

し自律的な活動を認め、一方で、学校評価等
のアカウンタビリティ制度を整備して学校
の成果を検証することで、学校の自己改善や
個性的で柔軟性に富む教育サービスの提供
を促そうとするアウトプット・コントロール
型 の 学 校 改 善 方 略 が 、 ア メ リ カ の
School-Based Management(以下、SBM)政策と
アカウンタビリティ政策、イギリスの Local 
Management of School とナショナルテスト等
を代表とし、世界的な潮流と化している。 
しかし、分権的教育改革を効果的に推進す

るための方略、例えば、教育行政機構の役割
の再定義やそのための組織機構改革の方途、
分権改革の学校や教員に期待される新しい
資質や役割、あるいは、その習得を支援する
ための仕組みの形成などはほとんど解明さ
れていない。 
日本においても、中央教育審議会答申「今

後の地方教育行政の在り方」（1998 年）以降、
自律的学校経営を中心とした改革が政策化
されると共に学校評価の導入が始まってお
り、また、中央教育審議会から「教職生活全
体を通じた教員の資質能力の総合的な向上
策について」（2012 年）が提出され、分権改
革期における教員の質的向上の在り方も大
きな政策イシューとなっている。分権的教育
改革の効果的な遂行のための戦略の解明は
喫緊の課題といってよい。 
以上の課題意識のもと、これまでアメリカ

の SBM政策の理論研究や SBM政策の評価研究、
ケンタッキー州の分権的教育改革政策の分
析を行い、上記課題の解明を行ってきた。そ
こでは、次のような点が解明された。 
アメリカの教育改革では、80 年代後半から

の分権改革の中で州集権化と学校分権化が
同時進行し、学区教育委員会の廃止論までも
が提起されていたが、1990 年代後半から、全
ての子どもたちの学力向上と人種・貧困に起
因する学力格差の解消が課題となり、SBM 政
策に関して、学力向上が一部の成功した学校
だけで起こり、そうした学校の成功が他の大
多数の学校に広まらないという課題に直面
する中で、学区規模の学校改善に成功した学
区に注目が集まり、学校改善をリードする学
区の組織的特性の解明が研究の俎上に上げ
られつつあること。 
また、1990 年代後半から、SBM 政策下で成

果の上がらない学校に介入する権限を学区
教育委員会に与えるという政策転換や、学区
の学校支援機関への役割転換、あるいは、分
権改革期の教員に必要とされる専門性の確
立とその形成のための資格・養成・研修改革
の進展、そして、様々な改革施策を相互に関
連づけて実施するシステミック・リフォー
ム・コンセプトの採用が各州で始まっている
などの政策的行動があること。 
また、ケンタッキー州の教育改革に関する

研究からは、システミック・リフォーム・コ
ンセプトが期待される背景や、コンセプトを
採用した改革政策におけるアカウンタビリ
ティ施策やカリキュラム改革施策、SBM 施策
の位置づけと相互関連、そして、各改革施策
の相互の関係をどう構築するのかという制
度設計が、多くの学校を学校改善に導くため
の大きな課題であることが明らかとなって
いる。 
 
２．研究の目的 
 
これらの政策動向と研究動向は、具体的な

分権的教育改革政策を取り上げ、分権的教育
改革の新しい動向における改革戦略の特質
を解明することの重要性を示唆している。本
研究は、こうした課題意識に基づき、ケンタ
ッキー州の教育改革政策である Kentucky 
Education Reform Act1990（以下、KERA）を
分析対象として取り上げ、それらの課題を解
明しようとするものである。 
KERA を分析対象とすることは、次のような

理由による。アメリカにおける分権的教育改
革の新たな展開の中で、ケンタッキー州にお
ける教育改革は、先駆的事例を提供するもの
である。ケンタッキー州は、長い間、学力水
準の低さや学区間の教育費の不平等性、教員
の質についての課題など、十分とはいえない
教育環境が問題視されてきたが、1990 年に
KERA を成立させ、広範な、かつ、ドラスティ
ックな教育改革に乗り出した。ケンタッキー
州の教育改革は、全州規模の最も包括的な改
革であり、現在進められている新しい教育改
革潮流における注目すべき重要な事例とな
っている。 
本研究では、KERA を「1. 教育行政機構の

再編と役割の再定義や学区教育委員会の新
たな役割の発見」、「2. 教員の質の向上のた
めの諸施策(養成・資格・研修・支援)の見直
し」、「3. 包括的教育改革(システミック・リ
フオーム (Systemic Reform))と呼ばれる改
革コンセプト」という 3 つの視点、特に、2
と 3の視点を中心的に用いて分析し研究課題
の解決に当たった。中心的に用いた、2 と 3
の視点について詳しく述べると、次のように
なる。 
視点 2に関しては、分権的教育改革は、学

校を学校改善の中核として改革を駆動させ
ていくが、そうした学校改善を支えられる教
員、つまり、分権改革期の教員像の形成が求
められているという視点である。例えば、ア
メリカ教育改革の第 2 の波の中では、SBM が
改革のメインストリームを形成したが、SBM
政策の評価研究では、SBM は一部の学校の改
善には成功したが、それらが複数の学校には
広がらず、全体的な学校改善を導かなかった
ことが示されており、SBM を成功に導くため
には、学校の組織力の向上が必要不可欠であ
り、その中には、SBM という改革方略下で活
躍できる教員の職能開発が含まれているこ



とが解明されている。 
ケンタッキー州の改革においても、教員像

の模索や教員の養成・資格・研修・評価の見
直しが構想・実施されている。 
 視点 3は、次のようなものである。1990 年
代後半から全州的なStandards-Based Reform
が進行する中で、カリキュラム・スタンダー
ドの開発とそれに合わせた、評価の見直し、
SBM の実施、アカウンタビリティ施策や教員
研修改革、そして教育行政機構改革などを相
互に関連づけ同時に行うという、システミッ
ク・リフォーム・コンセプトが多くの州にお
いて採用され、現代アメリカ教育改革の中心
を形成している。 
 最終的に本研究では、これら 3つの視点に
よるKERAの分析から得られた知見を活用し、
分権的教育改革が進む日本において、その効
果的な遂行のための改革戦略の在り方や、学
力向上や学力格差の解消に取り組まなくて
はならない状況にある日本の教育委員会が、
効果的な教育委員会となるための在り方に
ついて解明するものである。 
 現在、日本においては、中央教育審議会答
申「教職生活全体を通じた教員の資質能力の
総合的な向上策について」（2012 年）が出さ
れ、分権改革期において、自律的な学校改善
に参画できる教員、学校の状況に合わせて専
門的力量を継続的に向上させていくことが
できる教員の養成や研修の在り方の解明が
急務となっている。本研究では、分権改革の
先駆的事例であるアメリカの改革における
教員制度改革の有り様を分析することで、そ
うした課題の解明に貢献しようとするもの
である。 
 また、教育行政機関から学校への権限委譲
を中核とする分権的教育改革に関して、「効
果的な学区」論を研究視角として採用し教育
行政機関の新たな役割を解明することで、分
権改革研究の新たな視点も提供できよう。 
教育委員会の積極的な役割の解明は、その

存在意義を再確認させ、教育委員会再生の方
策を示すことに繋がる。本研究は、分権的教
育改革の中で、学力向上や学力格差の解消に
取り組まなくてはならない日本の教育委員
会が、効果的な教育委員会となるための有効
な示唆が得られるという意義も主張できる
だろう。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究においては、研究目的の達成のため
に、以下のような課題を設定し、その解明を
計画的に進めた。 
〈1〉分権的教育改革の新しい展開における
改革戦略分析のための理論的枠組の構築 
〈2〉ケンタッキー州の教育改革の事例分析
（教育行政機構改革、教員改革、改革戦略を
中心に） 
〈3〉分権的教育改革の新しい展開における
改革戦略、特に、地方教育行政機構の在り方

の検討 
特に、〈2〉を中心として研究推進を行うと

共に、〈1〉及び〈2〉の知見、そして、これ
までの研究において獲得してきた研究成果
を活用して、〈3〉の解明を行う。 
〈1〉に関しては、「効果的な学区」論の精

緻な検討とシステミック・リフォーム・コン
セプトの理論研究の検討と改革を実施して
いる州の政策理念の分析を行う。 
〈2〉については、 分権的教育改革の新し

い展開における具体的な教育改革施策の事
例分析である、ケンタッキー州の改革戦略を、
上記理論的枠組みを活用して分析する。ケン
タッキー州での現地調査を実施し、特に、「教
育行政機関の役割転換」、「分権改革期の教員
に必要な資質とその向上のための施策の在
り方」を解明する。 
そして、〈3〉として、これまでの研究成果

も活用し、分権的教育改革の新しい展開にお
ける改革戦略を、特に、地方教育行政制度の
あり方を中心として解明する。 
 
４．研究成果 
 
（1）システミック・リフォーム・コンセプ
トの改革戦略としての特徴 
 課題〈1〉については、次のような成果を
得た。 
システミック・リフォームと呼ばれる全州

的で包括的な教育改革コンセプトは、アメリ
カ教育改革の第3の波において注目されてい
る改革コンセプトである。それは、全ての生
徒の高いレベルでの学力向上という今日的
な目標の達成をにらんで、全州的なカリキュ
ラムのフレームワークを形成し、そうしたカ
リキュラム改革にその他の改革施策を相互
に関連づけて行おうとすることから、カリキ
ュラムに基盤をおいた改革（Curriculum 
Based Reform)とも呼ばれているものである。 
その特徴は、 
 

(1)一貫した改革理念の提示とその共有 
 ①改革理念の提示と共有 
 ②全州的な学習指導の首尾一貫したシス
テム（カリキュラム・フレームワーク）の構
築 
 ③組織改革とそのための明確な目標の提
示 
(2)包括的な改革施策と改革相互の関連づけ 
 カリキュラム・フレームワーク、学校組織
改革、アカウンタビリティ制度改革、教員制
度改革、予算改革、そして教育行政機構改革
等を同時に相互に関連づけて実施する。 
(3)ボトムアップの改革とトップダウンの改
革の併存 
 
 とまとめられる。 
 以上のことは、次のような事を示している。
州が主要科目に関して、カリキュラム・スタ
ンダードを設定し、このスタンダードに基づ



いた学習評価を行う。そのためには、このス
タンダードに基づいた、教科書や教材の選択、
あるいは、このスタンダードの内容を効果的
に教授しうる教員の養成・研修、そして免許
制度等の改革を行う必要がある。また、学区
や学校の自律的な改善活動は、上記改革の推
進の程度によって図られ、それら評価に基づ
いて学校を支援し得るような教育行政機構
への改革が構想されることとなる。 
このように、システミック・リフォーム・

コンセプトは、SBM 施策や、教員研修の改革
といった個々の改革施策を個別に、相互に関
係づけずに行う改革実施、すなわち、
Piecemeal の改革実施における課題を克服し
ようとするものである。それは、改革の断片
的な実施は、複数の改革目標の併存、非効率
な学校支援、教師の仕事の複雑化を引き起こ
し、効果的ではないとの反省にたつものであ
る。 
例えば、SBM 施策についても、自律的な学

校経営を成功裏に行うための学校の組織的
力量の向上のための支援体制を整備するこ
とやカリキュラムや学校評価のスタンダー
ドを提示し、学校の意思決定を方向付けるこ
とで学校を支援等の改革施策がSBM施策と相
互に関係づけられながら実施されることに
よって初めて、学校改善を効果的に進めるこ
とができるということである。 
 これらはまた、アメリカの教育政策環境の
断片化という問題の克服の方途でもある。ア
メリカにおいて、学校改善の成功やその支援
の実施を阻む障害の一つが、断片的で、複雑
で、多層的な教育システムである。例えば、
州レベルにおいては、州議会と州教育委員会
の両方が、立法の任務を行ない、そして、ロ
ーカルなレベルでは、市当局と学区両方が学
校の管理運営と資金供給に影響を与えてい
る。また、教育政策について見ても、学校関
係者は、連邦政府による誘導政策や連邦裁判
所による判例に直面させられる一方で、州教
育長、州議会、学区教育長と教育委員会、校
長、教師、利害関係者も政策形成と実施区に
大きな影響を与えている。これらの多くの、
利害関係者が、カリキュラムと教材、現職教
育と教員養成、評価、出席率の向上といった
生徒に関する教育方針等に関わっている。 
 それぞれの政策レベルにおける政策当局
は、独自の予定、政治的な利権、多様な利益
団体を有しており、これらの間では、ほとん
ど意識的な調整がなされていない。この、断
片的な政策システムは、教育内容や学習指導
の方法についての、支援に関する問題を作り
出し、その解決を妨げている。 
こうした課題への解決のための方途の一

つがシステミック・リフォーム・コンセプト
である。 
 
（2）KERA における教員制度改革の分析 
 課題〈2〉については、次のような成果を
得た。 

 こうした特徴を持つシステミック・リフォ
ーム・コンセプトに関して、ケンタッキー州
における教育改革は、先駆的事例を提供する
ものである。では、KERA における教員制度改
革施策の特徴とシステミック・リフォーム・
コンセプトにおける位置づけはどのような
ものとなっているのか。本研究では、特に、
Education Professional Standards Board（以
下、EPSB。教員の専門性に関する水準委員会）
に着目した。 
 
 ①KERA 以前の教員制度 
 1980 年代においてケンタッキー州の教員
の資格認定などを行っていたのは、Council 
for Teacher Education and Certification
（以下、CTEC。教員養成と教員資格認定委員
会）であった。CTEC は、州教育局内の、初等・
中等教育に関する委員会の管轄下の委員会
である。メンバー構成は、州立大学（8 校）
の教育学部長各校 1名（8名）、私立のカレッ
ジからの代表 3名、ケンタッキー州教育協会
（Kentucky Education Association（以下、
KEA））14 名、教育に関する利害関係者グルー
プ 9 名である。議題の設定は、州教育局
（Kentucky Department of Education（以下、
KDE））の教員養成・資格認定部の部長の権限
とされているが、全 34 名の委員の内、州立
大学の教育学部長（8 名）と KEA 代表者（14
名）が、多くの枠を占めており、両者の発言
権が強かったことが確認できる。 
 
② Education Professional Standards 

Board の設立 
 KERA においては、こうした教員に関する資
格認定の組織として EPSB を設置し、既存の
組織であった CTEC からその役割を移行する
ことが設計されていた。 
EPSB は 15 人のメンバーによって構成され

る。15 名は、教育長、高等教育委員会の常任
理事と教育長によって指名された 13 名であ
る。13 名の内訳は、小学校、中等学校あるい
は中学校、高校、特別支援教育学校、中等教
育段階の職業学校の教員代表 8名、学校管理
職代表 2 名（内 1 人は、校長）、学区教育委
員会代表 1 名、教育カレッジの学部長代表 2
名。メンバー構成からは、教員代表が多数を
占め、専門家支配の委員会構成となっている。 
 
 ③ Education Professional Standards 
Board の役割 
 CTEC に替わって新しく設置された EPSB の
持つ権限と責任は、次の6点にまとめられる。 
 
 (a)教員の資格認定に関するスタンダード
と必要条件の確立 
 (b)教師教育プログラムの認定・評価のた
めのスタンダードの設定 
 (c)教員資格の発行、更新、停止、取消 
 (d)データの保存、州知事と立法府の研究
委員会への報告の提出、マイノリティの教員



候補者の求人のための勧告 
 (e)教員認定プロセスの簡素化と合理化 
 (f)専門職倫理の開発 
具体的には、例えば、次のようである。 
 

・教員の資格認定 
 教員の資格認定の権限と責任は、EPSB に与
えられた。KRS は、全ての教員の資格認定の
権限がEPSBにある事を規定している。また、
KRS では、新任教員になるための最初の資格
認定手続きの一環として、筆記試験を実施す
る旨定めているが、その資格認定試験に関す
る事項も EPSB に任されている。 
・校長資格の認定 
 EPSB は、高等教育機関における学校管理職
の養成プログラムに関する条件の確立から
始まり、養成プログラムの認可、養成プログ
ラムの評価、校長資格授与のための試験の開
発、新任の校長と副校長のインターンシップ
制度の開発まで、非常に広範な権限と責任を
有している。 
・教員資格の失効 
EPSB は、校長・教員資格の失効に関する権

限も有している。教員の職の保障という観点
から、その失効の理由や手続きが法規中に記
載され、厳格な運用が計画されている。 
・教員養成機関・プログラムの認定 
 教員養成機関やプログラムの認定や質保
証も EPSB の権限である。教員資格は、カレ
ッジや大学、地方学区の養成プログラムにお
いて獲得することができるが、そこでのカリ
キュラムは EPSB で決定された規則に基づい
たカリキュラムであることが求められるし、
教員養成を行おうとする機関は、EPSB に認可
されていることが要求される。 
 
 ④KERA と連携した教員養成と資格認定の
具体化 
EPSB は上記したような広範囲な活動を始

めて行くが、大きな課題があった。それは、
KERA に示されている改革目的や教育目標と
教員養成・教員研修との関係が整理されてい
なかったという点である。KERA では、改革全
体における教員養成と資格認定の位置づけ
は十分に規定されていないし、これらの分野
については、重要な新しい改革を求めていな
かった。 
そのため、1993 年に州知事により、教員養

成に関する州知事の特別委員会（Governor's 
Task Force on Teacher Preparation）が新
たに設立され、KERA に示された教育目標と教
員制度改革の連携の充実が図られていく。特
別委員会は、KERA があまり扱わなかった、パ
フォーマンスベースの教員養成と資格認定
について議論するとともに、教員の養成と資
格認定を KERA のカリキュラム改革やアカウ
ンタビリティ改革などのその他の改革施策
との関係を強めることを構想していく。 
 特別委員会は、12 月に州知事と議会に報告
書を提出するが、そこでは、4つの目的（broad 

goals）と 8つの優先領域（priority areas）、
22の具体的勧告（specific recommendations）
がなされた。 
 KERA との関係では、次の 3つの点に注目し
ておきたい。 
 
・すべての教員養成機関に、KERA の目標の

達成へ専心し、KERA の期待に従うように
要求する 

・すべての教員養成プログラムの評価のた
めの計画の策定と、KERA の期待と合致し
ないプログラムの承認の取り消し 

・免許と資格認定を申し出ている初任者と
経験を有する教員の技能を測るための全
州的な教育資格認定センターの設立 

 
これらは教員制度改革と KERA とをタイト

に結びつけようとする改革案であったが、議
会は、新しく開発・運営しなくてはならない
プログラムに関する資金を用意していなか
った。他の制度改革と結びついた改革は、必
然的に大規模な改革となり、実施のために新
しく開発・運営しなくてはならないプログラ
ムの費用はたいへん高価なものとなってい
く。そうした場合に、教育委員会単独で必要
な資金を用意することは、現実的ではなく、
大規模に予算を編成・投入するためには、首
長や住民の理解が不可欠となる。 
KERA における教員制度改革は、大きな財政

出動を必要とし、こうした改革施策は政治的
アリーナでの決着を必要とすることが解明
された。 
 
（3）分権改革期の地方教育行政制度 
課題〈3〉については、次のような成果を

得た。 
 これらのKERAの分析から得られた知見は、
分権的教育改革期の地方教育行政機関改革
に対してどのような事柄を示唆するのか。 
 最後に、本研究の知見に加えて、これまで
の研究で得られた知見も活用しながら、限ら
れた中ではあるが、日本における分権改革期
の地方教育行政機構改革に関する試論的な
考察の成果を示しておきたい。 
 
 ①分権改革期の日本の教育委員会 
日本の教育委員会制度も、分権改革の推進

の中で、その役割遂行の在り方の模索が行わ
れている。分権改革が推進され基礎自治体へ
の権限の委譲が進む中で、教育委員会への期
待が高まると同時に、より高い政策形成・遂
行能力や学校支援力が求められている。 
また、大規模な教育委員会制度改革もなさ

れた。2014 年の「地方教育行政の組織及び運
営に関する法律（以下、地教行法）」の改正
により、教育委員会は、合議制の執行機関と
いう性格は残したが、教育長と教育委員長が
統合され議会の同意を得て首長に任命され
る新「教育長」が設置されると共に、自治体
の教育行政の基本方針を定める首長主宰の



「総合教育会議」が創設された。改革の特徴
の一つは、首長と教育委員会の関係構造を変
え首長の権限を強化し、自治体行政の総合行
政化を進めるところにあるといえる。 
こうした中で、日本の教育委員会は地域の

現状や教育課題に合わせた教育振興基本計
画の策定と実施が求められると共に、複雑多
様化し学校や教育委員会独力では解決が難
しい課題の解決のために、首長部局や地域住
民、あるいは、保護者といった教育を巡る
様々なステイクホールダー（Stakeholder、
利害関係者）との連携協力体制の構築のため
の力も求められている。 
 
 ②教育委員会が備えるべき力量 
 分権的教育改革の効果的な実施のために
は、各改革施策を相互に結びつけ実施する事
が求められるが、そのために改革は大規模と
なり、実施のコストは大きなものとなる。
KERA における教員制度改革からも、上記課題
が示唆された。こうした改革戦略の実現にお
いては、教育委員会単独での構想は現実的で
はなく、首長（部局）や住民の理解も必要な
ものとなる。 
例えば、高知県教育委員会と高知市教育委

員会は、学校の教育力向上支援策として、人
的支援を行ってきた。学力向上支援チームに
よる学校訪問指導、指導改善加配や教科指導
エキスパート派遣、中学校学習習慣確立のた
めの緊急支援事業（高知市重点支援、中学校
学力向上補助員 16 名、学力向上スーパーバ
イザー2名）などの施策が行われている。 
これらの人的支援をともなう施策は大き

な予算を必要とするものであるが、これらが
実現された背景には、教育関心の高い首長の
理解と後ろ盾が重要であること、そして何よ
り、教育長の強いリーダーシップと、それを
具体化し粘り強く学校の理解を得ながら実
施を図っていく力量の高い教育委員会が必
要不可欠であることが高知県の学力対策施
策の分析から解明された。 
教育委員会制度が変わり、首長（部局）と

の関係が非常に強くなってきているが、総合
教育会議の中で教育委員会の主張をある程
度しっかりとその中に盛り込むことができ
れば、教育委員会単独だけではできないよう
な、もっとダイナミックな施策展開も可能と
なってくることが示唆される。 
一方で、教育委員会は、教育委員会として

教員の資質向上や学習内容の充実を基盤と
して、その上で課題に対してどのように専門
性を発揮し、また、発信をしていくのかが課
題となる。 
重要なのは、教育委員会が蓄積してきた専

門性を発揮し、首長や首長部局を説得し、協
働のパートナーとして認知させていくこと
であり、教育委員会は、政策形成能力や発信
力、調整力を高めていくことが求められてい
ることが解明された。 
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